　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研修出張様式４
	　　　　　　　　　　研修報告書
	理事長
	所属長

	　所　　属　診療課　　　　　　職種　ソーシャルワーカー　氏名　柳澤　幸司

	　期　　間　　平成17年2月17日　　～　　平成17年2月17日

	　出張目的　　個人情報保護法講習会

	　出 張 先　　東京都港区芝公園2-5-20　メルパルク東京

	研修要旨（プログラム毎に）　　　研修に関する考察（プログラム毎に）


全体を通して

　　私もこの講習会に行かせてもらう前までは、「個人情報保護法」というものについて言葉の響きとしてだけの理解だけであった。今回の研修に参加するにあたって、事前にそれらの内容について確認したが、自分の無知さに非常に恥ずかしく思う。今回の研修を通して今後個人情報の取り扱いおよび病院としての取組み指針を明確にしていかなければならないと感じた。

講習Ⅰ：「個人情報保護法の解説について」

　　　 「厚生労働省のガイドライン解説について」　厚生労働省　医政局総務課　企画官　梶尾雅宏

　　

個人に関する情報の概念






　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　個人情報の定義

　　・「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日、その他記述等により特定の個人を識別することができるものをいう。

　　・「個人に関する情報」は、氏名、性別、生年月日等個人を識別する情報に限られず、個人の身体、財産、職種、肩書き等の属性に関して、事実、判断、評価を表すすべての情報であり、評価情報、公刊物等によって公にされている情報や映像、音声による情報も含まれ、暗号化されているか否かを問わない。

　

　個人情報取り扱い事業者の義務

　　○利用目的の特定

　　○利用目的による制限(利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取り扱ってはならない)

　　○適切な取得(偽りなど不正手段によって情報を取得してはならない)

　　○取得に際しての利用目的の通知等(情報を取得したときは利用目的を速やかに通知または公表しなければならない)

　　○データ内容の正確性の確保(利用目的の達成に必要な範囲で正確かつ最新の内容に保つよう努めなければならない)

　　○安全管理措置　○従業員の監督　○委託先の監督　○第三者提供の制限

　　○開示(本人からの求めに応じて開示しなければならない)

　　○訂正等

　　○利用停止等

　　○苦情の処理(苦情などの申し出に対する迅速な処理、苦情窓口の設置、苦情処理手順の策定等必要な体制の整備)

　個人情報保護分野における医療分野の位置付け

　　・医療分野では、金融・信用や情報通信等の分野と並んで、個人情報の性質や利用方法等から特に適正な取り扱いの厳格な実施を確保する必要がある分野の一つと位置づけられている。

　→医療分野が重要三分野にあげられる理由

　　①「安全管理の必要性」

②「診療録の開示の求めなど自己情報コントロールでの配慮」

　　③「死者の情報の取り扱い」

　　→医療分野におけるガイドライン策定

　考察　個人情報保護法が17年4月に思考するにあたり、私は当初、対象者は病院であれば患者様のみであると理解していた。患者様一人ひとりの情報はもちろんのことであるが、そこで働く従業員の個人情報も保護の対象になるという初歩的なことを学ぶとともにこのそれらの整備をどの項目について我々が早急にしなければならないのか、努力義務として行うべきものを整理し整備していかなければならないと感じた。

講習Ⅱ：「個人情報保護法導入管理措置の実際」について　公立岩瀬病院　医局長　外科部長　三浦純一

　医療機関における個人情報

　　○電子カルテシステム　○紙カルテ　○レセプトデータ　○検査データ　○画像データ　

○外来予約システム　○問診票　○住所・年齢・住所　○診断名　○病歴

　医療機関における個人情報の定義

　　○患者基本情報など：氏名・年齢・生年月日・住所・電話番号など

　　○健康保険・福祉情報：健康保険証の写しなど

　　○診療管理用情報：受診診療科情報など

　　○生活背景情報：生活暦・飲酒歴・喫煙歴など

　　○医学的背景情報：妊娠分娩歴・既往歴・家族歴など

　　○診察記録情報：問診記録・現病歴・身体所見・診療計画など

　　○指示実施記録情報：検査実施・検査結果・処方実施記録など

　　○診療情報交換情報：診療情報提供書など

　　○診療説明・同意情報：各種説明情報・各種同意情報など

　　○要約情報：診療要約・入所要約など

　　○死亡記録情報：死亡診断書・剖検記録など

　他人には知られたくないセンシティブな情報

　　ガイドラインの視点

一般的に社会的に不当な差別を受ける情報

思想・人種・団体行動の行為・政治的権利の行使・保健医療等

個人の視点

○年間収入・財産状態・納税額などの記録

　　　○家族・親・親族等家庭生活の状況

　　　○顔写真などの画像

　　　○現住所・電話番号

　　　○病歴・身体の障害などの記録

　　　○年金・生活保護など公的扶助の受給の有無

　　　○学歴・職歴などの過去の記録

　医療機関としての具体的な対策

　　○対策委員会などの組織作り

　　○指針作り

　　　●個人情報の再確認

　　　●病院理念に基づく指針作成

　　　●指針の公表とその方法

○管理体制作り

　　　●個人情報の洗い出し

　　　●各部署における管理体制の確立

　　　●細則を作成し文章化

○職員教育

●データを漏洩しないように教育

　　　●組織への忠誠心を高める

　　　●データの確実な廃棄方法の徹底

　　　●情報の個人的な管理を極力避ける

　　　●医療はサービス業である

　　　→分かりやすいマニュアルの整備と定期的な勉強会の実施

○苦情窓口の設置を行いＰＤＣＡ(Plan/Do/Check/Action)サイクルの実践で継続的なレベルアップを図る

　　　●苦情窓口の一本化

　　　●指針の徹底とそれらに基づく対応

　　　●苦情処理に難渋したときの報告・連絡・相談のマニュアル化

　　　●情報を開示しない場合のマニュアルの作成と徹底

　　○第三者評価の検討

　　

　　考察　この講演では、個人情報保護法がなぜ必要であるかと同時に、病院としてどのような整備または職員教育してくかという具体策を知ることができた。これらをもとに病院だけに限らず、患者様または利用者へのサービスを提供をするものとして法人全体で整備していければと考える。
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＊散在情報





＊死者＊個人識別姓のない情報





＊委託を受けて情報処理


＊短期間(６ヶ月)で消去


＊在否を明らかにできない情報





個人情報保護法の範疇








